
6
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定
例
市
議
会
報
告

　

６
月
定
例
市
議
会
が
、
５
月
26
日
か
ら
６
月
23

日
ま
で
の
会
期
で
開
催
さ
れ
、
平
成
21
年
度
一
般

会
計
第
２
回
補
正
予
算
な
ど
の
議
案
が
原
案
ど
お

り
可
決
、
承
認
さ
れ
ま
し
た
。
さ
ら
に
、
副
市
長
、

教
育
委
員
会
委
員
、
監
査
委
員
お
よ
び
公
平
委
員

が
選
ば
れ
ま
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
副
市
長
は
５

月
１
日
に
選
ば
れ
た
黒
目
副
市
長
と
、
河
内
副
市

長
と
の
２
名
体
制
と
な
り
ま
し
た
。

　

主
な
議
決
案
件
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

予
算
案
件

河内幸男（48歳）
任期
平成21年7月1日～
平成25年6月30日

かわ　うち　ゆき　 お

職歴

◎
平
成
21
年
度
一
般
会
計
第
２
回
・

特
別
会
計
第
２
回
補
正
予
算
（
詳

細
は
２
〜
３
ペ
ー
ジ
）

◎
出
雲
市
行
政
組
織
条
例
の
一
部
を

改
正
す
る
条
例

　

開
か
れ
た
市
政
運
営
、
住
民
が
主

役
の
ま
ち
づ
く
り
を
推
進
す
る
な
か

で
、
政
策
企
画
部
門
の
強
化
、
行
政

改
革
の
推
進
、
危
機
管
理
体
制
の
強

化
な
ど
行
政
の
課
題
に
即
応
す
る
た

め
、
７
月
か
ら
市
の
組
織
を
一
部
改

正
し
ま
し
た
（
詳
細
は
、
広
報
い
ず

も
６
月
25
日
号
６
ペ
ー
ジ
参
照
）。

◎
出
雲
市
立
幼
稚
園
条
例
の
一
部
を

改
正
す
る
条
例

　

川
跡
幼
稚
園
の
老
朽
化
に
伴
う
移

転
改
築
工
事
の
完
了
に
伴
い
、
９
月

に
園
舎
の
位
置
を
「
荻
杼
町
」
か
ら

「
稲
岡
町
」
に
変
更
す
る
も
の
で
す
。

◎
出
雲
市
過
疎
地
域
自
立
促
進
計
画

の
一
部
変
更

　

定
住
支
援
と
し
て
、
計
画
に
「
定

住
促
進
空
き
家
活
用
事
業
」
を
盛
り

込
み
ま
し
た
。

◎
工
事
請
負
契
約
の
締
結
に
つ
い
て

　

▽
出
雲
市
消
防
本
部
出
雲
西
消
防

農林水産省に入省
滋賀県安土町役場産業課、総務課
（～昭和63年3月）
農林水産省農蚕園芸局畑作振興課農蚕園芸専門官
科学技術庁科学技術政策局計画課国際政策
室専門職
　同　科学技術政策局計画課課長補佐
在インドネシア日本国大使館一等書記官
農林水産省経済局国際部国際協力計画課課長補佐
　同　総合食料局国際部国際協力課課長補佐
　同　経営局保険監理官補佐
経済産業省大臣官房総務課企画官
農林水産省生産局農産振興課首席生産専門官
　同　生産局総務課生産推進室長

昭和５９年４月
昭和６１年４月

平成　４年４月
平成　６年４月

平成　７年９月
平成　９年２月
平成１２年４月
平成１３年１月
平成１４年７月
平成１６年７月
平成１８年８月
平成２０年８月

　任期満了に伴う出雲市選挙管理委
員会委員の改選により、新しい委員が
決まりました。

■出雲市選挙管理委員会

委員長／下垣　晴司さん（枝大津町）
委員長職務代理者／玉木　德信さん

（三津町）　
委員／三島　弥生さん（佐田町下橋波）
委員／柳樂　真美さん（多伎町久村）

単
行
議
決
案
件

署
（
仮
称
）
建
築
工
事

◎
出
雲
市
副
市
長
に
、
河
内
幸
男
さ

ん
が
選
ば
れ
ま
し
た
。

◎
出
雲
市
教
育
委
員
会
委
員
に
、
北

島
知
江
子
さ
ん（
大
社
町
杵
築
東
）

が
選
ば
れ
ま
し
た
。

◎
出
雲
市
監
査
委
員
に
、
勝
部
一
郎

さ
ん
（
大
津
町
）
が
選
ば
れ
ま
し

た
。

◎
出
雲
市
公
平
委
員
に
、
野
津
建
一

さ
ん
（
塩
冶
町
）、
河
瀨
京
子
さ

ん
（
野
石
谷
町
）
が
選
ば
れ
ま
し

た
。

条
例
案
件

人
事
案
件

新
副
市
長
の
紹
介

出雲西消防署（仮称）完成予想図（平成22年1月末完成予定。神西新町）
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行財政改革をさらに推進行財政改革をさらに推進行財政改革をさらに推進行財政改革をさらに推進
　市は、少子高齢化の進行や昨今の厳しい経済情勢の中、将来に向かって「住民が主役のまちづ
くり」を市民と協働で行っていくため、行財政改革を進め、市民サービスを守る仕組みづくりに取
り組んでいます。
　今回は、行財政改革の状況と今後の取り組みについて紹介します。

《行財政改革の基本方針》

《個別の実施方針》

地方分権時代に対応するまちづくり地方分権時代に対応するまちづくり地方分権時代に対応するまちづくり 市民本位のサービスの徹底市民本位のサービスの徹底市民本位のサービスの徹底 簡素で効率的な行財政運営簡素で効率的な行財政運営簡素で効率的な行財政運営

事務事業の見直しと市民との協働

　市の重点施策・主要事業を着実に行うため、歳入歳出全般を常に見直し、自立的・計画的な財
政運営を行います。また、使用料や手数料などは、社会経済情勢の変化を踏まえた適正な料金と
なるよう適宜適切に見直しを行い、補助金等も必要性や事業効果を踏まえた見直しを行います。

自治自立の財政運営

　事務の見直しと減量により職員数の削減に努め、組織・機構のスリム化を図ります。また、職員の
能力や業務実績を重視した給与体系を確立するとともに、人事評価制度の導入や職員研修の強
化により、職員全体の資質の向上を図ります。

組織・機構のスリム化

　情報通信技術を活用した情報公開を行うとともに、市民が情報端末により申請手続きや災害情報
などの取得がリアルタイムにできるよう「電子市役所の推進」を図り、行政サービスの向上を図ります。

リアルタイムな行政サービス

　事務事業の見直しにあたっては、絶えず事業の精査・点検を行い、真に住民サービスの維持・向
上に必要な事業を絞り込むとともに、最少の費用で最大の効果をあげるよう常に費用対効果を検
証します。また、行政運営の情報は、積極的にわかりやすく市民に公開し、透明性と信頼性を確保
します。
　市で行う事業範囲を明確にしつつ、業務の外部委託、市民およびＮＰＯ法人などとの協働の仕
組みづくりを積極的に行います。また、市の施設管理については、効果的・効率的な運営が期待さ
れる指定管理者制度を積極的に導入し、財団法人などの外郭団体についても、経営の健全化を
図ります。
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